
国都下管第 １０ 号  

平成１６年１２月１６日  

 各都道府県下水道担当部長   殿 

 各政令指定都市下水道担当局長 殿 

 

国土交通省都市・地域整備局下水道部  

下水道企画課下水道管理指導室長  

 

下水道経営に関する留意事項等について 

 

 平成１６年１２月３日、総務省自治財政局より「平成１５年度地方公営企業

決算の概要」が公表されました。本概要には、下水道事業の経営状況等が掲載

されていますが、総じて厳しい状況下に置かれていることが浮き彫りになって

います。 

 また、国土交通省下水道部と（社）日本下水道協会が共同で設置した下水道

政策研究委員会下水道財政・経営論小委員会において、下水道経営にあたって

特に重要と思われる論点として、明確な経営目標と経営見通し、適切な使用料

の設定、接続の徹底等が審議され、本年８月に「下水道財政・経営の今後の方

向」についての中間報告が取りまとめられました（本報告書は、既に同協会か

ら関係地方公共団体へ送付し、併せて、国土交通省ホームページへ掲載してい

ます。）。 

 このような状況を踏まえ、下水道経営の健全化に向けた取組みを進めていく

上で特に重要と思われる事項や指標等について、「下水道財政・経営論小委員

会中間報告書」及び「平成１５年度地方公営企業決算の概要」の中から、それ

ぞれ別紙のとおり取り上げました。 

 つきましては、これら事項及び指標等を踏まえ、下水道経営に関して各団体

が直面している問題点や課題等を明らかにするとともに、住民等に対して経営

状況の積極的な公開等に努められるようお願いします。なお、指標の取扱いに

ついては、供用開始後の経過年数や地理的な条件等を勘案する必要があります。

また、公表にあたっては、人口規模、処理人口普及率、供用開始時期等が類似

する団体や近隣団体の指標等との比較、あるいは指標の経年変化を併せて公表

するなど、住民等が理解し易いように情報提供することが重要です。 

 なお、貴都道府県におかれましては、貴管内の市町村（政令指定都市を除

く。）に対し、この旨周知徹底されますとともに適切な助言等お願いします。 


